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独立行政法人日本原子力研究開発機構
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平成１９年度における原子力を取り巻く環境平成１９年度における原子力を取り巻く環境
ー地球環境問題とエネルギー安全保障問題の解決ーー地球環境問題とエネルギー安全保障問題の解決ー

原子力委員会：
「地球環境保全・エネルギー安定
供給のための原子力のビジョンを

総合科学技術会議：
「環境エネルギー技術革新計画」(2008.5)

低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

経済産業省：
「Cool Earth －
ネルギ 革新技供給のための原子力のビジョンを

考える懇談会」:
報告書：
地球温暖化対策としての原子力エ

低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

•短中期的対策(2030年頃まで)
削減効果の大きな技術:

軽水炉の高度利用

エネルギー革新技
術計画」（2008.3）

重点的 り組む き
地球温暖化対策としての原子力エ
ネルギーの利用拡大のための取組
みについて(2008.3)

原子力の革新的技術開発ロードマッ

軽水炉の高度利用

•中長期的対策(2030年以降) 
削減効果の大きな技術:

次世代軽水炉や高速増殖炉

重点的に取り組むべき
革新技術として、２１
の技術を選定しロード
マップを策定：原子力の革新的技術開発ロ ドマッ

プ 中間取りまとめ(2008.4)
・軽水炉の高度利用
（原子力安全確保技術、核燃料サイクル関連技術）

・中期的観点から取り組む技術開発活動（次世代軽水炉等）

水素製造の低コスト化

超長期に実現を期待：核融合

「革新的技術戦略」(2008.5)

マップを策定：

先進的原子力発電

・高速炉

・次世代軽水炉・長期的観点から取り組む技術開発活動
（ＦＢＲｻｲｸﾙ技術、革新的水素製造技術、核融合エネルギー）

・革新的な原子力の技術開発を持続させるために必要な技術
開発活動（安全確保・核不拡散技術、原子力基礎基盤技術）

・革新的エネルギー技術のブレークスルーの実現に貢献する
原子力科学技術（量子ビームテクノロジー）

世界トップレベルで持続的な経済成長と豊かな社会
の実現を可能にする技術

•地球温暖化対策技術：水素製造

•国家基幹技術：高速増殖炉サイクル技術

・次世代軽水炉

・中小型炉

原子力科学技術（量子ビームテクノロジー）•国家基幹技術：高速増殖炉サイクル技術

原子力への期待

1原子力機構の役割



原子力機構の研究開発の進展原子力機構の研究開発の進展

高速増殖炉サイクル技術
（国家基幹技術）
高速増殖炉サイクル技術
（国家基幹技術）

核融合研究開発
（ＩＴＥＲ／ＢＡ）（国家基幹技術）（国家基幹技術）

もんじゅもんじゅ

◎もんじゅは本年10月の運転再開
へ向けて最終の安全確認を実施中

◎ 2015年の実用化像の提示に向け 実用化研究開発

（ＩＴＥＲ／ＢＡ）

世界に先駆け超伝導

コイルの調達開始
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◎ 2015年の実用化像の提示に向け、実用化研究開発
も着実に進展中 ◎ ITER協定の国内機関として活動を本格化

◎ BAの拠点に「青森研究開発センター」を設置し、
研究棟等の建設を開始

◎我が国技術を国際標準とすべく、実証炉の実現に向
けた日米仏の共同研究開発に着手

高レベル放射性廃棄物処分技術高レベル放射性廃棄物処分技術

◎ BA活動が本格化

量子ビームテクノロジー
（J-PARC）

3GeVシンクロトロン 原子核・素粒子実験施設

けた日米仏の共同研究開発に着手

◎地下研究所建設が着実に進展中
瑞浪：深度237ｍ程度まで掘削
幌延 深度163 程度まで掘削

（J PARC）

共用促進法による利用促
進

リニアック
物質・生命化学

実験施設本年後半には、
利用実験開始

幌延幌延瑞浪瑞浪

幌延：深度163ｍ程度まで掘削
（4/18現在）

◎地下研究所の一般公開により国民理解にも貢献

50GeVシンクロトロンニュートリノ実験施設

◎ 昨年10月には、3 GeVまでのビーム加速を達成
◎ 本年5月には、中性子ビーム発生に成功
◎ 中性子産業利用推進協議会（57社）の発足

利用実験開始

2

究 民
◎ 中性子産業利用推進協議会（57社）の発足



旧二法人と原子力機構の人員・予算推移旧二法人と原子力機構の人員・予算推移

4679 4608
4,000 5000

その他の収入特別会計一般会計 年度末人員

（億円） （人）
H20年度末職員数

（年度計画による目標値）4679 4608
4493 4445

4338 4248 4157 4099

4,000 5000（年度計画による目標値）

430
530

2,813 2,629

2,271 2,232
2,094 2 004 1 950 1 954

3,000 4000
発足時は4386人

1,053

1,028 1,009 1,020 1 053 1 084 1 096 1104

262 253 183

9353107

2,004 1,950 1,954
2,000 3000

1,329
1 071 1 001 960 858

1,053 1,084 1,096 1104

1,000 2000

1,071 1,001 960 858 813 801 757
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年度

特殊法人等整理合理化計画
（H13.12.18）により二法人統合決定

独立行政法人日本原子力研究開発機構
発足（H17.10.1）



研究開発資源（予算）配分の考え方研究開発資源（予算）配分の考え方

限られた資源を主要４事業へ重点化

•FBRサイクル技術開発

•核融合研究開発

•高レベル放射性廃棄物地層処分
研究開発

• J PARC計画• J-PARC計画

平成20年度

FBRサイクル
技術開発

もんじゅ

もんじゅを除く
FBRサイクル 平成19年度平成18年度 平成20年度

1082億円

核融合
研究開発

その他の
研究開発

FBRサイクル
技術開発

平成19年度
1183億円

平成18年度
1222億円

研究開発

高レベル放射性廃棄物
地層処分研究開発

J-PARC
計画

研究開発
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平成18年度約 56％ （685億円） 平成19年度約 61％ （725億円） 平成20年度約 59％（643億円）

重要プロジェクト（主要4事業）の研究開発予算（政府支出金）に占める割合


